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■株式の状況（2025年3月31日現在）

●所有株数別分布状況

金融機関  34,000株 0.81％

金融商品取引業者  62,691株 1.50％

外国法人等  94,605株 2.26％

自己名義株式
988,866株
23.58％（※）

個人・その他
944,128株

22.52％

その他国内法人
2,067,710株

49.33％

●所有者別分布状況

1株以上  2,125株 0.05％

50,000株以上
2,750,966株
65.63％（※）

100株以上  258,469株 6.17％
1,000株以上  291,800株 6.96％
5,000株以上  130,106株 3.10％
10,000株以上  758,534株 18.09％

発行可能株式総数 14,400,000株
発行済株式の総数 3,203,134株

（自己株式988,866株を除く）

単元株式数 100株
株主数 1,783名
大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）
融和実業株式会社 343,100 10.71
富士化学塗料株式会社 317,000 9.90
佐藤商事株式会社 115,000 3.59
株式会社立花エレテック 108,500 3.38
株式会社きんでん 100,000 3.12
株式会社関電工 100,000 3.12
株式会社エム・アイ・ピー 99,900 3.12
新海 秀治 95,500 2.98
かわでん従業員持株会 82,100 2.56
株式会社都市管財センター 60,500 1.89

注1.   当社は、自己株式を988,866株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
注2.   持株比率は自己株式を控除して計算しております。

■ 株主メモ

本　　社　〒999-2293　山形県南陽市小岩沢225　TEL　0238-49-2011
東京本社　〒108-0075　��東京都港区港南3-8-1　5階　TEL　03-6433-0135

●  当社ホームページでは、会社案内、製品案内、IR情報などの情報を掲
載しておりますので、ぜひご覧ください。

https://www.kawaden.co.jp/

検 索かわでん

株式会社

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
期末配当金の基準日 3月31日
中間配当金の基準日 9月30日
定 時 株 主 総 会 毎年6月
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1−1
電話 0120−232−711（通話料無料）
郵送先 〒137−8081 新東京郵便局私書箱第29号

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
上場金融商品取引所 東京証券取引所スタンダード市場
公 告 方 法 電子公告の方法により行います。ただし、電子公告によ

ることができない事故その他やむを得ない事由が生じた
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL　https://www.kawaden.co.jp/

1.   株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつ
きましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）
で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお
問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱
いできませんのでご注意ください。

2.   特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三
菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座
の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三
菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3.   未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払い
いたします。

◆ご注意

※は百分率の調整を行っております。

※は百分率の調整を行っております。
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株主の皆様へ 中期経営計画（2025-2029）策定のご報告

　当社は、2029年度の中期目標及びその実行計画としての中期経営計
画（2025年度～2029年度）を策定いたしましたので、その概要をお
知らせいたします。
▪経営の基本方針
　当社では、自社が果たすべき使命を「暮らしを守る、電気を守る」と
捉えておりますが、この先も将来にわたり「暮らしを守る、電気を守る」
という使命を果たしていくためには、デジタル化の進展や生産年齢人口
の減少という時代の潮流変化を正しく理解する必要があると認識してい
ます。「電気が人々を安全に照らし、人々が快適で安心な暮らしを送れる」
理想の社会の実現のために、当社自体、大きな変革を遂げるとともに、
更に一層の努力で最高品質の製品・サービスを提供できるよう、体制整
備と人材育成を進め、全社一丸でお客様とその先にある皆様の暮らしを
支えられる企業へ成長を遂げていく必要があります。その実現のため、
当社では「持続的な事業価値・株主価値の創出と継続的な企業価値向上
を意識し事業活動を展開していく」ことを経営の基本方針と定め、事業
展開を行っております。
▪中長期的な会社の経営戦略
　当社は上記「経営の基本方針」に基づき、2030年3月期を最終年度
とする5か年の中期経営計画を2025年4月から実行しています。この計
画では事業戦略を中心に価値創出の具体策を実行するとともに、それを
支える財務戦略・非財務戦略も歩調をあわせ推進することで事業価値・
株主価値・企業価値を一体的に高めていきます。

▪経営戦略のポイント

事業戦略 
①製品競争力の強化
　�顧客ニーズに即した製品・サービスの開発に注力することで競争力を強化。
② リニューアル事業の強化を起点とした製品ライフサイクル管理強化
　�中長期的に製品ライフサイクル全期間で価値提供を図るビジネスモデルへ転換。
③標準化とモジュール化の推進
　�顧客カスタムニーズへの柔軟性は損なうことなく製品構造のモジュール化を
加速し顧客満足と採算確保を両立。

④コストマネジメント高度化
　�生産工程別、案件別の原価管理を高度化するとともに操業度の波を全社的な
取組みにより抑制し一層の体質強化。

⑤新工場投資
　�2025年5月、山形県上山市に新工場用地の取得を決定（2029年前半の竣工予定）
　＜新工場のコンセプト＞
　・�主力工場である山形工場の機能を継承する生産拠点の確保
　・��標準化施策・自動化・省人化投資等を連動させ生産効率と生産力向上を両立
　・�カーボンニュートラルを実現し環境に配慮した生産活動を実践
財務戦略  
　�適切な自己資本比率を保ちつつ積極的な負債活用で財務レバレッジを効かせ
成長と株主還元を両立。

非財務戦略
　�当社経営理念に掲げる「人間尊重」の精神のもと人事諸制度のアップデート
を進めるなど人的資本投資を強化。

•主要KGI

350億円
売上高

40億円
営業利益
2029年度

10.0％
ROE

35％以上
（2024年度実績31.0％）

配当性向
2025年度～2029年度

•事業活動から創出したキャッシュフロー
と負債の積極活用で成長投資を加速する

•主力工場の大規模更新に耐えうる自己資
本確保と株主還元を高度に両立させる

財務戦略

•お客様視点に立脚した製品・サービスの開発で競争力を
向上させるとともに生産能力も拡充し持続的成長を実現

•インフラ更新の社会トレンドを的確に捉えリニューアル
事業を強化し社会やお客様の課題を解決

事業戦略

持続的な事業価値・株主価値の創出を行い
継続的に企業価値向上に取組んでいく

基本方針

暮らしを守る、
電気を守る

我々の使命

•持続的成長実現のため、人的資本投資を強化する
•DX投資を加速し大胆に高付加価値業務へ人材をシフト
•省エネルギー・廃棄物の削減に努めるなど環境
負荷低減に配慮した生産活動を行い、脱炭素社
会実現に貢献する

非財務戦略

•本中期経営計画の位置づけ
次の100年を見据え大きな変革を実現し、
更なる価値向上を目指す 2035/3期

（目標）

成長の果実
を刈取り、
更なる成長へ

2030/3期
（目標）

次の
100年への
足場固め2025/3期

（実績）2020/3期
（実績）

売上高：210億円
営業利益：9億円
ROE：4.7％

本中計期間

標準化・モジュール化によりリードタイムを大幅短縮
×

DX・新工場投資
▼

マーケットシェアを向上

戦略製品の投入
（データセンター向け製品や省施工製品）

▼
競争力を向上

売上高：242億円
営業利益：26億円
ROE：11.6％

CAGR：
2.8％

CAGR：
7.7％

CAGR：
7.4％

売上高：350億円
営業利益：40億円
ROE：10.0％

売上高：500億円
営業利益：50億円超
ROE：10.0％超

既存事業の強化

リニューアル事業のビジネスモデルを再構築
×

M&A投資
▼

事業全体のバリューチェーンを拡大・循環化

事業領域の拡大
全社横断の業務プロセス改革とDX

×
積極的な人的資本投資

▼
業務余力の創出を進めながら

お客様への提供価値・従業員価値を最大化

DX・人的資本投資

3つの軸で変革と成長を実現

継続的に
多様な価値を
向上

中期経営計画に関する詳細な情報は
https://ssl4.eir-parts.net/doc/6648/tdnet/2607239/00.pdf

　株主の皆様には平素は格別
のご高配を賜り、厚く御礼申し
上げます。
　ここに当社第104期（2024
年4月1日から2025年3月31
日まで）の事業の概況をご報
告申し上げます。
　よろしくご高覧賜り、株主の
皆様のご期待に応えてまいる
所存でございますので、今後も
倍旧のご支援、ご協力賜ります
よう心よりお願い申し上げます。
2025年6月

（社長就任ご挨拶）
　この度、代表取締役社長に就任いたしました小川善之でございます。
　当社は1926年3月に東京都目黒区で川﨑電気商会として創業し、
2026年3月に100周年を迎えます。当社の原点は、関東大震災で大き
な被害を受けた社会を「電気の力で再び明るく照らしたい」という創業
者の想いにあります。
　この先も「暮らしを守る、電気を守る」という当社の使命を果たして
いくためには、デジタル化の進展、生産年齢人口の減少という大きな時
代の潮流変化を正しく捉えながら、社内体制の整備と人材育成を進め、
より一層、高品質で信頼性の高い製品と充実したサービスをご提供でき
るよう、当社自体が大きな変革を遂げる必要があると考えております。
　その目標の実現のための第一歩として、今般、5か年の中期経営計画
を策定しました。
　この計画では競争力の強化及び生産能力拡充、リニューアル事業の強
化などの事業戦略を中心に価値創出の具体策を実行するとともに、それ
を支える財務戦略・非財務戦略も歩調をあわせ推進していくことで事業
価値・株主価値・企業価値を一体的に高めてまいります。
　創業100周年に向けて当社の社長という重責を担うこととなり、身の
引き締まる思いでございますが、更なる成長を実現し当社を次なるステー
ジに飛躍させるべく尽力してまいる所存でございます。
　株主の皆様には、引き続きご理解・ご支援を賜りますようお願い申し
上げます。

（当事業年度の概況・今後の見通し）
　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益は緩やかな増加傾向で推
移いたしましたが、米国の関税政策等の動向による今後の経済状況や物
価への影響について十分注視していく必要があります。
　当業界におきましては民間設備投資の増加により受注環境は堅調に推
移する一方で、原材料価格の高騰や人手不足などによる影響が今後も継
続していくものと見られます。
　当社におきましては、都市部の再開発に加えデータセンター・半導体
関連を含めた大型工場建設に伴う受注が堅調に推移したことから、売上
高は24,218百万円（前期比13.5％増）となりました。利益につきまし
ては、増収による影響などから営業利益は2,589百万円（前期比
128.2％増）、経常利益は2,664百万円（前期比131.0％増）、当期純
利益は1,963百万円（前期比163.7％増）となりました。
　2026年3月期の業績見通しにつきましては、都市部のオフィス・商
業施設や半導体関連の工場建設による受注が堅調に推移することが見込
まれ、売上高予想を25,500百万円といたしました。利益につきまして
は標準化・モジュール化の推進、コストマネジメントの高度化などにより、
営業利益2,600百万円、経常利益2,590百万円、当期純利益1,680百
万円を予想しております。

代表取締役社長

小川善之
代表取締役会長

相澤利雄
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財務ハイライト

売上高 24,218百万円

経常利益 2,664百万円

当期純利益 1,963百万円

前期比 13.5％増

前期比 131.0％増

前期比 163.7％増
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80

70

60

50

25,000

15,000

10,000

5,000

40

1,500

20,000

第102期
（2023.3期）

501
320

744

255
136

第102期
（2023.3期）

19,664
21,334

9,487

第102期
（2023.3期）

21,462

15,362

第102期
（2023.3期）

100.02

232.39

42.60

第103期
（2024.3期）

10,666

第103期
（2024.3期）

559
375

第103期
（2024.3期）

22,410

16,039

第103期
（2024.3期）

117.21

1,153

24,218

第104期
（2025.3期）

10,492

1,963

第104期
（2025.3期）

724
467

2,664

第104期
（2025.3期）

25,429

17,744

612.88

第104期
（2025.3期）

146.09

売上高 （単位：百万円）

1株当たり当期純利益（単位：円）

経常利益・当期純利益（単位：百万円）

総資産額・純資産額・自己資本比率（単位：百万円、％）
総資産額 純資産額 自己資本比率

経常利益 純利益
経常利益 純利益

当　期：
中間期：

当　期：
中間期：

当　期：
中間期：

0

0

0

0

71.671.6 69.8

札幌営業所

（2025年6月現在）

秋田営業所

盛岡営業所

東北支社・仙台営業所

福島営業所

東関東営業所

東京本社・首都圏支社
第一営業所
第二営業所
横浜営業所

エンジニアリング部
リニューアルチーム

静岡営業所

名古屋営業所
本社・工場・支社・営業所等
保守サービス

関西・中部支社・関西第一営業所
関西第二営業所

関東支社・北関東営業所

本社・山形工場

山形営業所

高松出張所

広島営業所

西日本支社・福岡営業所

沖縄出張所

九州工場・佐賀営業所

　日本全国をカバーする営
業網を有しており、お客様
へのサービスに万全を期す
べく24時間365日対応可
能なアフターサービス体制
を構築しております。

日本全国をカバーする販売・サービス網

① 一貫事業体制
配電制御設備を構成する主要製品をワンストップで受注・一貫生産
することで、高品質・短納期を実現。

② ニーズ対応力と豊富な納入実績
お客様のニーズに合わせたフルカスタム対応。充実したアフターサー
ビスと既設設備のリニューアル（更新・増設時）には互換性を担保。

③ 高い生産能力
国内2工場（山形・佐賀）に業界最大規模の生産能力を有し、大型
発注にもスピーディーな供給が可能。

当社の強み

本社・山形工場
ISO14001、ISO9001の認証を取得 ISO9001の認証を取得

九州工場

電灯分電盤
各フロアーに設置さ
れ、配電盤からの低
圧に変成された電気
を照明やコンセント
に送ります。

PDU盤
データセンター向けに開発さ
れた電源設備です。
停電時でもUPS等の系統に
瞬時に高速切替が可能です。

監視制御盤
ビル内の電気の使
用状態や異常を一
括して監視します。

当社の事業内容

事業の内容
　当社は、配電制御設備をカスタムメイドで製作する大手専業メーカー
で、日本国内の大型・中型オフィスビル、病院、学校、工場、公共施
設、商業施設、データセンター等に多くの納入実績があります。

ユニット制御盤
主にファン、ポンプなどの動力
に電源供給、制御する製品です。
ユニット単位で標準化しており
容量変更、更新作業も容易です。

配電盤
電力会社からの高圧の電
気を、ビル内で使えるよ
う低圧に変成します。

製品設置イメージ〜オフィスビル

財務に関する詳細な情報は
https://www.kawaden.co.jp/contents01/ir/ir-information.html
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商 号 株式会社かわでん
英 文 表 記 KAWADEN CORPORATION
所 在 地 本社 〒999-2293

山形県南陽市小岩沢225
東京本社 〒108-0075
東京都港区港南3-8-1　5階

創 設 年 月 日 1926年（大正15年）3月1日
設 立 年 月 日 1940年（昭和15年）6月20日
従 業 員 数 829名
会 社 の 目 的 1）電気機械器具の設計、製作、販売

2）電気材料ならびに建築材料の販売
3）  電気工事の設計、監理ならびに電気に関する機

械器具の取付工事請負
4）  電子機器、無線通信機用部分品の設計、製作、

販売
5）  その他前各号の目的を達成するに必要なる事業

ならびに出資
資 本 金 2,124,550,000円
建 設 業 の 許 可 許可番号　国土交通大臣許可（般−2）第5661号

許可年月日　2020年11月29日
建設業の種類　電気工事業

通知電気工事業者通知 整理番号　関東東北産業保安監督部長み通　第19001号
通知の年月日　2007年8月7日
電気工事の種類　自家用電気工作物

TOPICS 会社概要・株式情報

■会社概要（2025年3月31日現在）■「創業100周年記念サイト」を開設しました ■九州工場に太陽光発電設備を導入 

■役員（2025年6月26日現在）

代 表 取 締 役 会 長 相 　 澤 　 利 　 雄
代 表 取 締 役 社 長 小 　 川 　 善 　 之
取 締 役 神 　 保 　 能 　 郎
取 締 役 田 　 代 　 　 　 正
取 締 役 山 　 下 　 孝 　 司
取 締 役 坂 　 本 　 宏 　 幸
社 外 取 締 役 石 　 田 　 　 　 徹
社 外 取 締 役 堀 　 内 　 　 　 晃
社 外 取 締 役 菅 　 野 　 雅 　 貴
常 勤 監 査 役 長 　 沼 　 正 　 光
社 外 監 査 役 加 　 藤 　 英 　 樹
社 外 監 査 役 木 　 南 　 麻 　 浦

　当社は、創業100周年（2026年3月1日）に向け、記念WEBサイ
トを開設いたしました。

「キービジュアル（トップページ）」のデザインコンセプト
　当社の事業を通じて、次の100年も人々の暮らしや社会の成長・発
展を支え、よりよい未来につなげていく存在でありたいということを伝
えます。現在から未来につながる光のラインと、その先にある未来の街
並みを想起させる光のビル群や、光が立ち昇るイメージを用いることで、
当社が、更なる成長、発展を遂げ、現在だけではなく次の100年も社
会を持続的に支えていきたいという想いをビジュアル化しています。

「100周年コピー」のコンセプト
Link to your Bright Future ― つなげよう、明るい未来へ。
　当社の事業を通じて、「次の100年も人々の暮らしや社会の成長・
発展に貢献し、明るい未来につなげていきたい」という想いを、つな
ぐという意味の「Link」と、明るい未来という意味「Bright� Future」
という言葉を用いて表現しています。

「100周年ロゴ」のデザインコンセプト
　配電制御設備の製造を通じて人々の快適な
暮らしを照らしてきた100年。
　そして、これからも長く人々の暮らしを明
るく照らしていきたいという想いを、無限∞
の形状に光が灯った演出で表現しています。

再生可能エネルギーの活用により、環境負荷の低減とBCP（事業
継続計画）対策を両立
　当社は、九州工場（佐賀県佐賀市大和町）において、環境負荷の低
減と�BCP（事業継続計画）対策の両立を目的とする太陽光発電設備と
蓄電池をセットで導入し、本年3月より稼働を開始しました。

　九州工場屋根と駐車場のカーポートに設置した太陽光パネルにより
発電される年間50万kWhの再生可能エネルギーを自家消費することで、
年間240t-CO2のGHG（温室効果ガス）排出量の削減が見込まれます。
また、余剰電力を200kWhの大容量蓄電池により有効活用することで、
効率的なエネルギー利用と非常時のBCP対策の両立が可能となります。

　当社は、パリ協定に基づく日本国のGHG排出量削減目標に沿って、
2050年までにGHG排出量実質ゼロを目指しています。2030年まで
にスコープ1、2で50％の削減を目指し、再生可能エネルギーの活用
を推進してまいります。

九州工場の屋根とカーポートに設置した太陽光パネル、当社製配電盤

URL https://www.anniversary100.kawaden.co.jp/
100周年記念サイト




